
（参考１） いわゆる「クラウドアウト」論について 
○  公共工事の約9割は土木工事で、民間工事の8割以上は建築工事。 

  土木の技能労働者と建築の技能労働者の間では技術、資格、経験等が異なり、流動性はほとんどないため、公

共工事が民間工事をクラウドアウトすることは考えられない。 

○  ここ１年半の景気回復に伴い、民間工事の受注工事量は増加。 

○  今年度の官民あわせた建設投資額は前年度と同程度の約48兆円でリーマンショック前を下回る水準。これは

ピークの平成4年度の約84兆円から約4割の減。 

  建設技能労働者の減少は同じ平成4年度から約2割減にとどまる。 

  したがって、現在の技能労働者数が絶対数として不足している状況にはない。 

 ○  市場の実勢に合った適正な賃金を払えば必要な人手の確保は可能。（現在の賃金水準はピーク時の約8割

の水準。） 
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84兆円（H4） 
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民間等からの受注高（季調） 

公共機関からの受注高(季調) 単位：百万単位：百万

※出所：国土交通省「建設工事受注動態統計調査」全建設業者調査（総合政策局政策課にて季節調整済み）時系列データ 

※平成２５年度９月は、消費税の引き上げに際しての経過措置（２５年９月末まで）を前にして住宅をはじめとする建築物が駆け込みなどの影響もあり、 

民間等からの受注が増大している。 

※平成２６年度４月は、東京外環道（都内区間）の受注という特殊要因により公共機関からの受注が特異な数値を示している。 

民間：約２兆１，０００億円 

 

公共：約９，６００億円 

 

民間：約２兆８，３００億円 

公共：約１兆３，９００億円  

建設投資H4比 

約４割減 

6 



（参考２）防災・減災への対応～安全安心インフラによる脆弱性の低減～ 

○雨の降り方が局地化・集中化・激甚化し新たなステージに入ったとの認識のもと、広島県で発生した土砂
災害等も踏まえ、ハード・ソフトの取り組みを総動員し、命と暮らしを守る対策を徹底。 

・時間雨量50mmを上回る雨が全国的に増加 

・バックビルディング現象による線状降水帯の豪雨が各地で発生 

・昨年のフィリピンのようなスーパー台風の被害も懸念 

堤防が決壊した場合
の想定浸水範囲 

桂川 

鴨川 

河川改修や砂防堰堤の整備等を、人命を守る効果が高
い箇所等について優先順位をつけ計画的に実施。 

命 と 暮 ら し を 守 る た め 、 ハ ー ド ・ ソ フ ト の 対 策 を 総 動 員 

平成25年台風18号では、桂川
において、ダム等の洪水調節が
無ければ堤防が決壊していた
可能性が高く、その場合、約1兆
2,000億円の被害が発生してい
たと想定。（淀川上流のダム群の
建設費は、 総額約4,000億円） 

土石流発生直後 

砂防堰堤で土石流
を捕捉し、下流の
被害を未然に防止 

土石流発生前 砂防堰堤 

広島の土砂災害において、砂防堰堤が整備されて
いた箇所では、多くの人命を守るなど効果を発揮。 

関係機関が事前にとるべき行動を時系列で示すタイム
ラインを予め策定し、円滑な防災対応に活用する取り
組みを本年４月に開始。 

土砂災害から国民の生命及び身体を保護するため、住民
に対する危険周知や避難体制の整備等が促進されるよ
う、土砂災害防止法※の改正法案を今国会へ提出。 

【住民に対する危険周知、避難体制の整備の促進】 

情報伝達や避難体制の構築などソフト対策を徹底
的に強化。 

【タイムラインを活用した防災行動】 

雨の降り方が新しいステージに入ったこと
を認識して取り組みを強化する必要 

【砂防堰堤の効果事例（広島市大町地区）】 

【ダムの効果事例（淀川上流ダム群）】 

被害が防止された大町地区 

体制の確認 

人家 

143戸 

2012年・米国での 

ハリケーンサンディ
上陸時にも、事前に
地下鉄の止水を行う
など効果を発揮 

越水が 

発生した区間 

京都市伏見区 

嵐山の下流部で堤防からの越水が発生 

http://www.flickr.com/photos/mtaphotos 

※正式名称は、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律」 

堤防を乗り越え 

宅地に流れ込む洪水 

ハード対策 ソフト対策 
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○インフラ老朽化により「荒廃する日本」とならないよう、昨年を「メンテナンス元年」として、点検・診断等を集中実施。 
○さらに、予防保全を基軸とする戦略的メンテナンスを徹底するため、インフラ長寿命化計画を策定。インフラの安 
  全性を確保しつつ、将来的に増加するメンテナンスコストの縮減・平準化を図る。 

・高度成長期以降に整備されたインフラが今後一斉に老朽化 
・メンテナンス費用は、近い将来現在の最大約1.5倍に増大見込み 
※国交省所管インフラの維持管理・更新費の推計：約3.6兆円（H25年度）→約4.6～5.5兆円（20年後） 

（参考３）インフラ老朽化対策 

新技術導入や予防保全
等で山を低くする 

計画的な取組
により平準化 

メンテナンスコストの縮減・平準化イメージ 

事後保全型の 

メンテナンスコスト 

縮減・平準化イメージ 

（メンテナンスコスト：A＞B） 

A 
B 

インフラ老朽化対策の推進 

インフラ長寿命化計画の策定（H26.5）・実行 
・予防保全の考え方に基づく長寿命化 
・新技術の開発・導入 

長寿命化計画（団体毎、
施設毎）の策定・実行 

支
援 

・研修の充実・強化 

・資格制度構築 

・基準類の体系的整備 

・直轄診断 
・防災・安全交付金 

人的支援 技術支援 財政支援 

「メンテナンスコストの山」を低くして平準化 

国土交通省 地方公共団体 

香川・徳島県境無名橋の落橋 下水管路に起因した道路陥没 

道路橋 建設年度別施設数 

老朽化に伴い、通行
規制箇所が増加 
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注）約70万橋のうち、古い橋梁など記録が確認できない建設年度不明橋梁約30万橋を除いたもの
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（参考）橋梁（橋長2m以上） 
の通行規制等の状況 

 

 977橋（H20年） 
↓ 

2,184橋（H26年） 

通行規制を実施している事例 



（参考４）コンパクト＋ネットワークの実現 

○ 人口が減少に転じる中、拡大した都市のコンパクト化が必要。具体的には、 
  ・ 医療・介護、商業等の生活サービス機能と居住を、まちなかに誘導する。 
  ・ 拠点間を結ぶ公共交通を再構築（ＬＲＴ、コミュニティバスなど）し、その充実を図る。 
  → 先行して取組が始まっている富山市等の他、法改正による新たなスキームの導入検討を表明する都市も

増えつつある。こうした現場のまちづくりの中で高齢者を含めた多様な世帯が安心・健康で歩いて暮らせる
「スマートウェルネス住宅・シティ」を実現 

○ 地域構造のコンパクト化により、公共投資の投資効率と投資効果を最大化 

地域公共交通の再編 

≪建替後≫
ＵＲ賃貸住宅：入居済

1,212戸

≪着手済≫
既存ＵＲ賃貸住宅

300戸

≪未着手≫
既存ＵＲ賃貸住宅

1,240戸

≪着手済≫
既存ＵＲ
賃貸住宅
440戸

○ UR賃貸住宅
H20.10・H23.9建替

特別養護老人ﾎｰﾑ
認知症高齢者GH
事業者：（社福）子羊会

H23.10開設

○ UR賃貸住宅：建替前

○24時間対応ｻｰﾋﾞｽ提供拠点
○ｻｰﾋﾞｽ付高齢者向け住宅

事業者：株式会社学研ｺｺﾌｧﾝ
H26.5開設

民間分譲マンション等
H25年度譲渡開始

民間分譲マンション
H24.3入居開始

○柏地域医療連携センター
H26.3開設

商業施設
H26年度以降引渡予定

UR賃貸住宅
：建替工事中

○ 認定こども園（既存増築）
H26.4開設

提供：株式会社学研ココファン

公園 約1.0ha
H26.3整備完了

≪着手済≫
既存ＵＲ
賃貸住宅
230戸

≪着手済≫
既存ＵＲ
賃貸住宅
210戸

≪着手済≫

≪着手済≫

○地区面積 約32.6ha
○戸数 ①従前戸数 4,666戸

②建替後戸数 約2,100戸：予定

出典：社会福祉法人小羊会柏こひつじ園HP

提供：学校法人くるみ学園

生活サービスの誘導 
医療・福祉・商業等の都市機
能を集約することにより、各
種サービスを効率的に提供 

居住の誘導 
人口減少の中にあっても一定エ
リアにおいて人口密度を維持す
ることにより、生活サービスや
コミュニティが持続的に確保さ
れるよう、居住を誘導 

公共交通の確保 
居住を誘導する区域内に
居住する人々の都市機能
への交通アクセスを確保 

コンパクトなまちづくり 

都市再生特別措置法と地域公共交通活性化再生法の改正 団地再生を契機とした福祉拠点化の取組事例 
（千葉県柏市豊四季台） 
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http://1.bp.blogspot.com/-7fpj8rbIkYw/UUhhhdZPRWI/AAAAAAAAO74/BnpLP-WFwT4/s1600/train_red.png
http://1.bp.blogspot.com/-h-jqRxRWp7o/UO6j15wYUUI/AAAAAAAAKmo/KN0WAhYNlDs/s1600/youchien_schoolbus.png
http://4.bp.blogspot.com/-YX1fcwkofmw/UOoiae5WAdI/AAAAAAAAKYc/lZJv6WbGooo/s1600/car_mogura_36.png
http://3.bp.blogspot.com/-B7oe4x6llFw/UUFxol28B7I/AAAAAAAAOyM/UD4uONn35NE/s1600/car_taxi.png


 

 ○インフラストックの運用の効率化、機能強化・高度化等、賢く使う取組を推進し、最大限に活用。 

（参考５） インフラを賢く使う 

■ダム運用の高度化（タイムライン型事前放流による
ダムの運用） 
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○ビッグデータを活用して、最大安定交通量（実際に流せる容量）を把握。 
○把握した実容量の不揃いをなくして、科学的に交通流動を最適化。 

■実容量の不揃いをなくす 

＜実容量不揃いのイメージ＞ 

＜交通流動最適化のイメージ＞ 

下り線 上り線

既存の道路幅員

現況 ２車線

車線運用の見直し

上り線について、既存幅員の中で車線運用を見直し

下り線 上り線

既存の道路幅員

（中央自動車道調布付近の渋滞対策イメージ） 

構造は片側２車線であるがサグ部が存在 

サグ底部 

※サグ部 ：勾配の変化部 

＝ 

実際に流せる交通容量を表した構造イメージ 

実容量の不揃いをなくす最適な構造 

下り線 上り線

既存の道路幅員

現況 ２車線

車線運用の見直し

上り線について、既存幅員の中で車線運用を見直し

下り線 上り線

既存の道路幅員



局所的な雨量をほぼリアルタイムで把握

ＸＲＡＩＮ（ＸバンドＭＰレーダ）

洪水調節容量

確保した容量

確保した容量も用い
洪水調節

＜ダム運用のタイムライン（例）＞

確保した容量も用
い洪水調節を実施

事前放流により
容量を確保

洪水調節容量

ダ
ム
貯
水
池
へ
の
流
入
量

時間

実績 予測

増加の予測

台風の位置や降雨
予測等を踏まえ、
さらに容量を確保

洪水警戒体制の設置

事前放流の実施

洪水調節の実施

新技術の導入によりダム貯水池への流入予測の
精度を向上し、適切な洪水警戒体制を確保台風上陸

の可能性

台風発生

台風接近

台風上陸

台風上陸
36時間前

台風上陸
12時間前

0

台風上陸
12時間後

台風上陸
24時間前


